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特集

　科学的・公的な性格を備える社会調査では，近年その成果の再現可能性が重視
されるようになってきている。その背景には，データをオープン化・標準化するこ
とによって研究成果の公正で有効な共有の促進をめざす世界的な科学界の潮流が
ある。ところで，データが共有されて再現可能性を備えるには，その内容を記述す
る共通の形式が重要になる。なぜなら，共通の形式で構造や要素が記述されたデー
タであれば，他者がそれを読み解いて利用することが容易になるからである。そ
こで注目されるのが，メタデータを含むデータの形式を整理して取りまとめた，デー
タ標準である。医薬品情報や地理情報など，いくつかの学問領域ではデータ標準
とその共有が確立しているが，社会調査の分野においてはどうなっているだろうか。
　今回の特集では，オープンサイエンスや再現可能性に関する議論の現状を概観し
たうえで，社会調査の分野における，データ標準を整備しながらデータの共有を進
めている事例を紹介する。読者諸氏がこうした内容にふれることにより，社会調
査の共有知が発展することを期待するものである。
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社会と繋がるオープンサイエンス
オンラインプラットフォーム上で完結する
社会調査に向けて

船守美穂
国立情報学研究所 情報社会相関研究系／オープンサイエンス基盤研究センター 准教授

特 集 論 文

　オープンサイエンスの勢いがなかなか収まら
ない。2013年のG8科学大臣会合でオープンサ
イエンスへの言及が初めてなされてから（G8，

2013），欧州中心にオープンサイエンス政策が展開
され，日本においても内閣府を中心に政策が推
進された（内閣府，2015）。とはいえ，「オープン
サイエンス」という用語が極めて曖昧であった
ため，一時期の流行として過ぎ去るだろうと思っ
ていたが，なかなかたち消えない。
　オープンサイエンスはもともと，デジタル技術
の可能性を追求する過程で生まれた概念である。
一義的には，研究成果や研究活動をインターネッ
ト上でオープンにすることを指す。しかし，第2
章に説明するように，さまざまな社会的環境条
件の下で推進されたことから，オープンサイエン
スは社会からの要望に基づく，これら社会的課
題を緩和する解決方法として発展し，この概念
の持続性に繋がったようである。
　本小論では，オープンサイエンスの概念がさま
ざまな社会的環境条件の下でどのように発展し
ているかを紹介する。また，後半では本誌の読
者への示唆となるよう，オープンサイエンスと社
会との関係を論考し，想定される未来の社会調
査のあり方を最後二章に描く。

　オープンサイエンスは，とても分かりにくい概
念である。直訳すると「オープンな科学」ある
いは「オープンな学問」であるが，学問はそもそ
もオープン，つまり万人に共有され発展すると
考えられているから，分かりにくい。オープン
サイエンスに明確な定義がないことも，オープン
サイエンスのわかりにくさに拍車をかけている。
OECDの報告書にも，「オープンサイエンスには
明確な定義はない」とある（OECD，2015）。
　オープンサイエンス政策の端緒となったEUの
政策文書“Open Innovation, Open Science, Open 
to the World a̶ vision for Europe”は，オープンサ
イエンスを次に挙げる様々なオープンな取り組
みの総称として定義づける。
　例えば，論文のオープンアクセス化（OA化），
オープンデータ，オープンコード，オープンなラ
ボノートブック，オープン引用などが挙げられ
ている。オープンとは付かないが，プレプリント，
科学ブログ，協働的目録作成，市民科学，さらに
はデータ集中科学や，評価システムも挙がって
いる（European Commission，2016a）。
　この説明は分からないではないが，「オープン
なものは何でもオープンサイエンス」とされてし
まうと，どこまでがオープンサイエンスの範囲か

　　　オープンサイエンスとは1
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がわからず，途方に暮れる。
　オープンサイエンスには学術的な定義がある
わけではなく，政策立案者が政策のキャッチと
してこの用語を用いている。このため，政策に
よってオープンサイエンスの説明の仕方に濃淡
があるのは致し方ない。
　しかし一方で，各政策文書をよくよく吟味す
ると，政策横断的に共通項もある。表1に示す
のは，筆者が複数の政策文書を吟味し，抜き出
した共通項である。この共通項を通して，オー
プンサイエンスの理解に迫りたい。
　まずポイントとなるのは，オープンサイエンス
が「デジタル技術によって可能となる」ことである。
つまり，オープンサイエンスは「学問がオープン」
であることの一般通念を指しているのではなく，
学術コンテンツなどがデジタル技術によってイ
ンターネット上でオープンに流通することを指す。
　次にポイントとなるのは，オープンサイエン
スが「学術研究および学術を整理するための
新しい方法」であるということである。「オー
プンサイエンス」というネーミングの発端と
なったEUの「サイエンス2.0」に関する意見募
集では，“‘Science 2.0’ describes the on-going 
evolution in the modus operandi of doing research 
and organising science.”としている（European 
Commission，2014）。つまり，デジタル化の進展
により，学術研究の方法が徐々に変わってい
く様をこの概念は表している。日本では近年，
DX（デジタルトランスフォーメーション）が流
行りであるが，オープンサイエンスはまさに「研
究のDX」とも言える。
　ちなみにEUでは，このサイエンス2.0の意見

募集において，「サイエンス2.0ではなく，オープ
ンサイエンスというネーミングの方が良い」とい
う指摘があり，2016年以降に大展開する政策の
名称として「オープンサイエンス」を選んだ。なお，
欧州では「サイエンス2.0」以前は「e-サイエンス」
という名称で政策を推進しており，デジタル時代
における研究のあり方を描き出すことに長い年
月を費やしている。
　最後のポイントは，オープンサイエンスが「アカ
デミアにおける価値基準を変える」ということ
である。これについては，各政策文書の執筆者
も具体的なイメージはないままにこのように記
述したと思われる。一方で，EUにおけるオープ
ンサイエンス政策開始から5年が経ち，オープン
サイエンスの議論の中心が研究評価や研究のパ
ラダイム転換にシフトしていることを考えると，
これもあながち誤っていなかったと言える。
　このように，オープンサイエンスはデジタル技
術によって可能となる新たな研究スタイルの模
索であり，オープンであることにやや重点をお
きながら，デジタル化の進展に伴ってその有り様
も変化させていく概念と理解できる。

　オープンサイエンスを「変わりゆく研究スタイル」
として理解する場合，その有り様をかたどる外
的な駆動力を認識することが重要である。オー
プンサイエンスがデジタル技術によって成り立
つと言っても，技術的な可能性が開けるのみで
は人間社会はなかなか変わらないことは，歴史
の示すところである。人の心や，社会の慣習は，
一番変わりにくい。これらに変化が生まれるのは，
社会環境が変わり，人々の物の見方がそれに伴っ
て変わってきたときである。
　以下に，オープンサイエンスの議論で頻繁に論
点として挙げられる社会的環境条件や外的な力
を，ポジティブとネガティブな駆動力に分けて紹
介する。なお，これらの駆動力については拙著（船

　　　オープンサイエンスの駆動力2

表1　オープンサイエンス関連の政策文書に見られる
 「オープンサイエンス」の説明の共通項

1. 学術研究および学術を整理するための新しい方法
2. デジタル技術により可能となる
3. アカデミアにおける価値基準を変える

（出典）筆者がOECD，2015；European Commission，2014，
2016a，2016bの政策文書から抽出
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活動の要となったため，豊富な研究データを使
いこなすためのツールやプラットフォームなど
の研究環境の整備を通じて，国の研究力の強化
が図られている。社会科学分野においても，社
会科学データアーカイブやプラットフォームな
どが各国にて整備されつつある。
　なお，研究データとは，研究活動中のデータ
生成・収集・加工・解析過程に関わるあらゆる
データのことを指し，社会における一般的なデー
タとは区別される。

②学際領域科学，イノベーションへの期待
　あらゆる分野でデータが豊富に使われるよう
になったと言っても，研究者が研究に利用する
データが，研究者自身が生成・収集した研究デー
タに限定されていると，データの恩恵は限定的
である。他の研究者が生成した研究データを異
なる観点から解析したり，異なる研究領域のデー
タをつなぎ合わせた学際的な分析をしたりしな
いと，新たな発見には繋がらない。また，研究
枠組みについても，アカデミアの関心の範囲内に
留めるのではなく，産業界や一般社会の視点を
組み込んだほうが，新たな研究領域への展開や
イノベーションにつながる可能性が高まる。
　複数の分野のデータをつなぎ合わせたり，こ
れまでと異なる視点からデータ分析がなされた
りするためには，研究データがその生成者より
広い範囲で共有され，再利用されなくてはなら
ない。このためオープンサイエンスでは，研究デー
タの共有に重きをおいている。
　なお，研究データには個人情報等の機微なデー
タが含まれる場合があり，また，データ生成者が
データ生成の労に報いられる必要もあるため，
研究データを何が何でも公開することは想定さ
れていない。EUでは「可能な限りオープンに，
必要な範囲でクローズドに（as open as possible, 
as closed as necessary）」という標語を用いている。
「オープンデータ」ではなく，「研究データの共有
（share）」という表現が用いられるのも，限定し

守，2017）により詳しく論じているため，関心の
ある方はそちらを参照されたい。

A. ポジティブな駆動力

①データの有用性への着目（データ集中科学）
　「データは新しい石油である」とも言われる
ように，データは学術の世界においても重要な
資源となりつつある。
　これまでのデータの利用には，学問分野によっ
て濃淡があった。人文社会科学系の分野は，理
工系の分野に比して扱うデータ量が少なかった。
また，理工系の分野においても，宇宙・地球科
学や一部の情報科学の分野では膨大なデータを
扱っていたのに対して，生物系や実験系の分野
においては，扱うデータ量は比較的少なかった。
　しかし近年は，どの分野においても，扱うデー
タ量が多くなっている。人文学ではデジタル
ヒューマニティーズという学問領域が形成され，
社会調査においても大規模な調査でないと国際
誌に掲載されにくくなってきた。いまだに分野
ごとに扱うデータ量の濃淡はあるものの，あら
ゆる分野において，膨大なデータを使いこなす
スキルが，研究能力を左右するようになっている。
このためトニー・ヘイ（2009）は，豊富なデータ
に基づいて実践される科学研究を「データ集中
科学」と呼び，これを「実験科学」「理論科学」「計
算機科学」に続く「第四のパラダイム」とした（Hey，
2009）。
　2013年のG8の共同声明やEUも，政策の重点
を研究データの管理・共有においている（G8，

2013；European Commission，2021）。オープン
サイエンス政策は全体としては，1）学術論文の
OA化，2）研究データの共有，3）オープン査読等，
その他もろもろのオープン化の三本柱で進めら
れているが，1）は過去20年以上，学術雑誌購読
価格の高騰を背景に世界的に進められてきてい
るため（本章⑥参照），オープンサイエンス政策と
しての新しさは2）にあるのである。
　研究データやその取り扱いのしやすさが研究
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　研究再現性の危機も指摘されている。『ネイ
チャー』誌が1,500名の研究者を対象に2016年
に実施したアンケート調査では，「研究再現性の
危機がある」と回答した研究者は9割に上った
（Nature，2016）。研究再現性の危機とは，自身あ
るいは他者の行った研究を再現できない状態の
ことを指す。分野によっても異なるが，同アンケー
ト調査において再現性が最も低かった化学分野
においては，「他者の研究が再現できなかった」
とする研究者が9割近くおり，「自身の研究が再
現できなかった」とする研究者も6割以上いた。
心理学分野の学術論文100本を対象とした別の
研究再現性の検証では，研究再現性が確認され
た論文は39本に留まり，6割強の論文は再現性が
低かった（Nature，2015）。
　今日の学問は，他者の研究成果が正しいとい
う前提のもとに，その知見の上に新たな知見
を築くという「積み上げ型」のスタイルを採る。
このため，個々の研究内容が再現できないとい
うことは，学術の健全な発展にとって致命的な
状態である。研究不正は一部の研究者のみに関
わるが，「研究再現性の危機」は研究者なら誰も
が関わる。このような状態を是正するためにも，
研究データを研究活動期間中から適切に管理し，
研究終了後も確実に保存するという，「研究デー
タ管理」が必要と言われている。
　過去に取得された社会調査データを提供する
社会科学データアーカイブでも，利用者が不完
全なデータを元に解析を行い，誤った社会科学
上の知見が拡大再生産されないよう，提供する
データの確認を念には念を入れて行っている。

⑤研究成果の説明責任，重複投資の軽減
　論文や研究データなどの研究成果を共有・公
開したり，研究データを確実に管理したりする
という意味でのオープンサイエンスの最も強い
駆動力となっているのは，じつは社会からの圧
力である。OECDの報告書や内閣府の報告書
においても，「公的資金を得た研究成果」につい

た人や特定のデータのみを制限公開することが
一般的であるためである。

③社会とアカデミアの協働（市民科学）
　オープンサイエンスにはしばしば「市民科学」
の視点も含まれる。マイケル・ニールセンは
『オープンサイエンス革命』という著書において，
市民科学の視点を強く打ち出した（ニールセン，
2013）。
　市民科学とは，例えば希少動物の発見など，
人手を必要とする研究において，一般市民の協
力を得る研究の手法である。研究枠組みはアカ
デミアが設定するものとして説明されることが
多い。しかし，⑤で説明するように，研究成果
に対する社会からの圧力が全般に高まっている
ため，社会的課題の解決や，社会主導の研究な
ども今後，市民科学の一部として拡大していく
ものと思われる。
　市民科学はオープンサイエンスの文脈におい
て初期の頃から登場するものの，政策におい
ては積極的に進められた形跡がない。しかし，
2021年11月にとりまとめられる予定のユネスコ
の「オープンサイエンス勧告」のドラフトでは，「社
会とのオープンエンゲージメント」という視点が
強く打ち出されており，「社会との協働」がオー
プンサイエンスの今後の流れとなることが示唆
されている（UNESCO，2021）。

B. ネガティブな駆動力

④研究の透明性の確保，再現性の危機
　オープンサイエンスは，研究の透明性を高める
観点からも言及される。研究不正が世界的に
多発する現状において，論文の根拠データを確
実に保存し，問題が発生した場合に証拠として
提示できるようにしておく必要性が生じてい
る。国際的な学術雑誌においては「サプリメン
ト（supplements）」として，論文に関連するデー
タやその他の情報を論文に付随させる仕組みが
導入されている。
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たい場合は「購読料」を支払わないと，自身の論
文にさえアクセスできない。ある意味，アカデミ
アは自身の生産した論文を買い戻していると言
える（船守，2018）。
　購読料を支払うという仕組みは，印刷体とし
て学術雑誌が流通する時代においては，出版社
が行う組版や印刷，郵送などに関わる出版コス
トを回収するための合理的な方法であった。し
かし，デジタル時代となり，論文レイアウトも含
め著者が自身で調整でき，インターネットを通じ
てほぼコストなしで論文を流通させることがで
きるようになると，この仕組みは不合理である。
加えて，商業出版社の要求する購読料が毎年4
－5%値上がりすることもあり，世界のアカデミ
アは論文の「OA運動」を過去20年来，繰り広げ
ている。
　OA運動は，論文をインターネット上で公開
（OA化）することにより，商業出版社による論
文囲い込みの問題を解消しようとする動きであ
る。商業出版社は当然のことながらこれに対し
て猛反発しており，20年以上にわたる激しい攻
防の結果として，毎年出版される論文のうち何
らかの形でOAである論文は約5割と言われて
いる。
　なお，OA運動は学術論文を中心に繰り広げ
られているが，商業出版社は次のビジネスとし
て「研究データ管理」や，先行研究からデータ解析，
研究成果の出版までを含む「研究プラットフォー
ム」の提供を視野に入れている。
　気がつけば，商業出版社のサービスなしには
研究活動ができず，さらには，こうしたサービス
が毎年値上がりするという状況も想定されるた
め，商業出版社を排した研究環境の整備もアカ
デミアの一部関係者において検討されている（船
守，2019）。
　社会科学データアーカイブは，現状では国や
大学などが運営するプラットフォームとして構
築されていることが多い。しかし，商業出版社
がいつ食指を伸ばしてもおかしくない状態であ

ての社会への共有・公開の必要性が謳われてい
る（内閣府，2015；OECD，2015）。
　研究助成機関が論文等の研究成果の共有・公
開を研究者に求める「OAポリシー」は，米国に
おいて社会からの圧力により成立した。
　重病患者らが，自身の病状を調べるために学
術論文にアクセスしようとしたところ，学術雑
誌の購読費が高額すぎてアクセスできなかった。
しかし，科学研究の多くは公的資金，つまり納
税者の負担の上に成り立っている。科学研究が
推進されるよう税金を負担しているのに，その
研究成果を閲覧するには費用を再度負担しなく
てはならないのか？ というのが，重病患者らの
主張であった。この主張は米国議会において受
け入れられ，研究助成機関におけるOAポリシー
の導入につながり，世界に広がった。
　社会調査も多くは公的資金を用いて行われて
いる。大学の研究者が行う社会調査の原資とな
るのは，国から得る研究費であることがほとん
どである。また，国勢調査など国の実施する調
査は全て国家予算が原資である。そのうえ，社
会調査の調査対象は国民であり，つまり，これ
らの調査のスポンサーである納税者である。
　医療分野と同様，国民は社会調査のテーマに
対してより発言権をもって良いし，その調査結
果の共有やフィードバックを要求して良いので
ある。
　
⑥商業出版社対策
　①～⑤のオープンサイエンスの駆動力は，アカ
デミア内の各研究グループに閉じている研究成
果や研究活動を，アカデミア内も含む，社会全般
に対して共有・公開するものであった。これに
対して⑥は，商業出版社に囲い込まれている「学
術論文を中心とした研究成果」をアカデミアの
手に取り戻す動きである。
　学術論文は研究者が執筆しているが，論文の
査読を経て出版される際には「著作権」が出版
社に譲渡されるため，研究者は学術雑誌を読み
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入する機会はそれほど多くなかった。
　しかしデジタル時代となり，インターネットを
介して人々が時間的にも空間的にもユビキタス
に繋がるようになると，アカデミアがアカデミア
の中だけに閉じて学術を展開する必然性は薄れ，
社会から聞こえてくる要求にもより直接に反応
できるようになった。ある意味，インターネットが，
これまで潜在的にあった社会からの欲求を学術
に繋ぐパスとなったと言える。
　前章③で紹介した「市民科学」では，当該研
究テーマに関わるオンラインプラットフォーム
が，市民と研究者の協働の場となっている。ま
た，新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大は，
人々の活動をインターネット上に押しだし，イン
ターネット上の協働活動に加速をかけている。
　社会調査は，市民の協力のもとに社会の状況
を把握するという観点からは，究極の市民科学
と言える。オープンサイエンスの動きを捉え，社
会調査を「市民とのコラボ」という図式の下に
発展させることに期待がかかる。
　ただし，社会調査の場合，調査を受ける市民
の側に「学術に協力している」「研究者との協力
のもと，社会の状況を可視化している」という
意識が希薄なため，社会調査を市民科学と言え
るようになるまでには，あともう一歩のように
見える。この意識が育つと，「○○という社会課
題を可視化するための社会調査をともに企画し
よう！」といった前向きな働きかけが，社会か
らアカデミアに対して寄せられるようになるこ
とが想像される。
　現状においては，社会調査士や社会調査会社
とアカデミアとのコラボを中心に，社会調査が成
り立っていると言える。次章では，オンラインプ
ラットフォームを介した「オープンサイエンス時
代の社会調査」が，どのように発展していく可
能性があるかを描いてみたい。

る。商業出版社が社会科学データアーカイブを
運営するようになれば，国民は，自分たちのこ
とを示すデータであるにもかかわらず，それを
閲覧・利用するのに利用料を払わなければいけ
なくなる可能性が高い。そうならないように，
脇を締めておかなければならない。

　ここまで，オープンサイエンスが，デジタル技術
が可能とする「変わりゆく研究スタイル」とし
て理解されること，ポジティブ・ネガティブを含
むいくつかの駆動力により徐々にその輪郭が生
まれていることを紹介した。とくに研究データ
の価値に注目が集まるなかで，研究データの利
用の範囲を拡げ，新たな研究領域やイノベーショ
ンを生むことに期待がかけられている。
　これに加え，研究透明性や再現性の確保，社
会に対する説明責任，重複投資軽減の必要性な
どが，学術を社会に対して開く圧力となってい
る。このような社会背景においては，研究デー
タ等の学術コンテンツが研究者や企業，政府，社
会のさまざまな人々の間で広く共有され，オンラ
インプラットフォーム上で協働作業が展開され
ることが国力に繋がるため，各国ともその環境
整備への投資を拡大している。
　学術の世界は長いあいだ，「象牙の塔」と表現
されるように，社会から一定の距離をおいて発
展してきた。社会が知識基盤社会に移行し，大
卒者が社会に溢れるようになると，社会から学
術界への要求が強くなり，社会連携講座や産学
連携活動などが大学において行われるようになっ
た。また，コンプライアンスや説明責任を果たす
ことの重要性が鮮明となり，多くの報告書や説
明書類が作成されるようになった。
　それでも，学術が育まれる場が，大学の研究
室やゼミ室，論文が掲載される学術雑誌など，
物理的な場や媒体にあった時代には，社会から
の要求がいくら強くなっても，社会が学術に介

　　　オープンサイエンスと社会3
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　しかし今後，国内で行われる社会調査の多く
が共通のオンラインプラットフォーム上で行われ，
このプラットフォームが調査を受ける社会の構
成員と，社会調査を企画運営する研究者や社会
調査士，社会調査会社とのコラボの場となるこ
とができれば素晴らしいことではないか。
　具体的には，社会調査専用のオンラインプラッ
トフォーム上でインターネット調査が行われ，
そこで得られたデータが同プラットフォーム上
に保存され，利用に供せられると良い。データ
は，プラットフォーム上の解析ツールで解析さ
れ，さらに，解析結果や報告書，論文なども同じ
プラットフォーム上に公開される。解析に用い
られたデータもプラットフォーム上にあるため，
同じデータを利用して，解析を追証したり，新
たな視点で解析したりすることで，一つのデー
タセットからの研究成果を重層的に発展させて
いくことが可能となる。
　また，社会調査の前段階としては，社会調査
で利用された設問や回答が同プラットフォーム
上に蓄積されることになるため，過去に利用し
た質問群と選択肢が「クエスチョンバンク」とし
てデータベース化され，新たな社会調査を企画
する際に参照可能となる。これらの質問群には，
過去に行われた社会調査の回答結果や回答者の
属性なども同時に蓄積されているため，同じ質
問に対する異なる社会調査の回答結果の比較な
ど，メタ研究も可能となる。
　社会調査では依然として，紙面による訪問や
郵送調査の方が信頼性が高いとされるが，現代
の若い世代が中堅以上の年齢になる頃には，高
齢者も含め，人口の大半がデジタル端末を使い
こなしており，インターネット調査が違和感のな
いものとして普及しているであろう。
　また，ここでは社会調査として，アンケート調
査を想定した説明をしたが，インタビュー調査な
どの質的調査においても，このようなオンライ
ンプラットフォームは有用となる。例えば，音
声や画像データを集積し，これをテキストマイニ

　現在，各国はオンラインプラットフォームの構
築にしのぎを削っている。効果的なオンライン
プラットフォームを構築することにより，情報
の共有や研究活動，人々の間のコラボレーショ
ンが進み，他国に抜きん出ることができるため
である。オンラインプラットフォームは，材料科
学やバイオ系の分野，地球・宇宙科学，人文系
の分野など，多様な分野で構築されつつある。　
　オンラインプラットフォームの機能は分野に
応じて多様であるが，概ね，①データや情報を
保存・整理・共有・発信する機能，②それらデー
タを解析する機能，③掲示板やSNSなどを通じ
て人々がコミュニケーションをとりながら協働
する機能などからなる。
　社会科学分野においても，過去に行われた社
会調査データを保存・提供する社会科学データ
アーカイブや，それらのコンテンツを横断的に検
索可能とするデータカタログなどが形成されつ
つある。
　国内においても，日本学術振興会の実施する
「人文学・社会科学データインフラストラクチャー
構築推進事業」の一環として「人文学・社会
科学総合データカタログ（JDCat）」が構築され，
2021年7月に公開されたばかりである。このデー
タカタログは，四つの社会科学系データアーカイ
ブと，一つの人文学系のデータアーカイブが提
供するデータセットを横断検索可能とする（独
立行政法人日本学術振興会，2021）。
　JDCatは一方，社会調査の最終的なアウトプッ
トを保存・提供するだけのため，上に挙げた①
の機能のみを満たすに留まる。現在，ここで提
供されるデータセットを解析するための環境が
別途用意されつつあり，②の解析機能も近い将
来，満たされる。他方，オープンサイエンスの醍
醐味である③の人々が協働できる機能は依然と
して開発の予定すらない。

未来の社会調査への第一歩
 オンラインプラットフォーム上で完結する
 社会調査
4
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の能力は必要である。
　また，オンラインプラットフォームの運営だけ
でなく，各調査結果のデータクリーニングやデー
タキュレーション，メタデータや説明文章の付
加，第三者がデータを手に取った時にわかりや
すいように調整する担当者なども必要である。
これらは専門職の仕事として発展させていかな
いと，アーカイブやプラットフォームの質も高ま
らないし，持続性も危ぶまれることになる。EU
では現在，こうした専門職のキャリアを確立す
べく検討を進めている（European Commission，
2017；European University Association，2021）。
　日本でも，「人文学・社会科学総合データカタ
ログ（JDCat）」が日本学術振興会の事業として
構築されつつある。ただし，この事業では初期
構築は行うが，その後の運営については保証さ
れていない。また，事業継続があったとしても，
日本学術振興会には社会調査コミュニティの細
かいニーズをくみ取ることは難しい。
　現状においては，委員会形式などで人文学や
社会科学，情報技術の知見を取り入れて構築を
行っているが，社会調査コミュニティにとって
真の意味で使い勝手が良く，コミュニティの将来
の発展につながるインフラを構築するには，社
会調査コミュニティの主体的なコミットメント
が必要であることは理解されるであろう。プ
ラットフォーム運営に専門職が必要なことから
も，「社会と調査」の読者である社会調査士の方々
などにも期待が集まる。
　海外で推進されている「オープンサイエンス」は，
とても急進的にみえる。しかし，その流れの背
景を吟味すると，それがデジタル技術のみならず，
社会との関係性も深まった現代の学術活動を効
果的に進める上での必然であることが理解され
る。デジタル時代における「オープンサイエンス」
という新たな研究スタイルの潮流を「対岸の火事」
として眺めるのではなく，コミュニティの新たな
未来を創るツールとして捉え，正面から向き合
うことができるならば，日本の学術も健やかに

ングするなど，AIを通じた解析ができる。AIは，
学習データが豊富であるほど精度が上がるため，
単一のプラットフォームにデータが集積される
ことは極めて有用である。

　　　オープンサイエンス時代の
　　　社会調査体制の構築に向けて5

　こうした将来の社会調査の実現に向けては，
解決すべき課題もある。
　社会調査のデータがオンラインプラットフォー
ム上で集積・公開される場合，個人情報の取り
扱いについて注意を払う必要がある。これにつ
いては，データの機微の度合いに応じて，匿名化
処理や制限公開等の適切な手続きを行う必要が
ある。また，オンラインプラットフォームは，情
報セキュリティ上のパッチを随時更新していく
必要がある。
　個人情報や情報セキュリティへの対応はオン
ラインプラットフォームを運営する者にとって
も荷が重い。しかし，個々の調査グループがこ
れらの対応をしていくことは不可能な場合が多
いし，可能であったとしても，個々の調査グルー
プがこれらに対して重複した努力を行うのは無
駄であることは，誰しもが認めるところであろう。
　それよりは，社会調査においては共通のプラッ
トフォームを用い，そのような手続きはオンラ
インプラットフォームの事務局に任せた方が良
い。そうすれば，個々の調査グループは研究内
容を深めることに注力できる。
　では，このようなオンラインプラットフォーム
を誰が担うのか。上述のように，オンラインプラッ
トフォームの運用は相当に労力のかかる仕事で
ある。片手間でできるものではない。専門性も
要求される。情報インフラを運営するITの技術
的知見とともに，社会調査のニーズも十分に理
解できる必要がある。一人の人間が双方の知見
を持たないにしても，どちらかの専門性は有し，
もう一方の言っている内容を理解し，社会科学
側のニーズと技術のバランスを調整できるだけ
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ちの活動のしやすさやコミュニティの将来の発
展を考え，主体的に検討して欲しい。

伸びる可能性が開かれる。
　ぜひ，社会調査コミュニティとしても，自分た
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再現性ポリシーの
意義・現状・課題

三輪 哲
東京大学社会科学研究所 教授

特 集 論 文

　データを用いた経験科学的な研究に対して，
再現性を問う声は近年とりわけ大きくなってい
る。日本においても，データの捏造など研究不
正の事件が社会の耳目を集めたことは，多くの
人びとの記憶に今なお刻まれているであろう。
他にも，心理学系の論文を対象に分析結果の再
現を試みたところ，再現できなかったものが多
数を占めたことを報告する論文が有名誌に掲載
されたことも広く知られている（Open Science 
Collaboration，2015）。再現性は，科学の信憑性
を確たるものにするための条件であるといえ，
非常に重要であることは論を待たない。
　ところで，そもそも「再現」とは何を意味する
のか。ここでFreese and Peterson（2017）にし
たがって，まとめておこう。彼らは，用いるデー
タが同一か否か，用いる分析手法が同一か否か，
という二つの軸をもとにして，以下のように整
理する。
　第一に，同一のデータを同一の手法で検証し，
まったく同じ結果が出るかどうかをみるもので，
これを「検証可能性（verifiability）」という。第
二に，同一のデータに異なる手法を適用して類
似した結果が出るかどうかをみるのが「頑健性
（robustness）」，第三に，異なるデータを同一手

　　　はじめに1
法で分析するのが「反復可能性（repeatability）」，
そして第四に，異なるデータを異なる手法で分
析しても類似した結果になるかどうかをみるの
が「一般化（generalization）」だとする。
　これらのように，再現にもさまざまな類型が
ありうるが，本論で扱うのは主に第一に挙げた
検証可能性，いわば狭義の再現性の問題である。
　さて，社会調査の再現性を確認するには，必
要なことが少なくとも二つある。それは，調査
データが公開されることと，分析のコード（プ
ログラム）が公開されることである。前者につ
いては，進みつつあるデータアーカイブの発展
が後押しするものとなっているが，それでも公
開されていないデータは実際にはあまたある（独
立行政法人日本学術振興会人文学・社会科学
データインフラストラクチャー構築推進事業運営
委員会作業部会〔データ保有状況調査〕，2019）。
後者については，社会科学分野では分析結果を
再現するために必要な手続きが必ずしも共有
されているわけではなく，論文の記述だけから
結果を再現することは困難である（板倉・尾崎，
2002）。研究成果が公表される段階において，分
析結果を再現するための手続き自体，具体的に
は分析に用いたコードがデータと併せて共有さ
れることが望ましいとされる（Key，2016）。
　再現性を担保するための指針のことを，「再
現性ポリシー（replication policy）」と呼ぶ。そ

下瀬川 陽
作新学院大学人間文化学部 講師

打越文弥
プリンストン大学大学院社会学部 博士候補
人口学研究所

工藤沙季
タンペレ大学大学院社会科学研究科 博士課程
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提示した仮説に最も適合的な分析結果を選択す
る誘因が生じる。これを仮説適合性バイアスと
いう。もし仮説が正しいのであれば，最終的に
選択されたモデル以外でも，結果が頑健に確認
されるべきである。こうしたバイアスを防ぐう
えで，再現性ポリシーは重要な役割を果たすと
される（Firebaugh，2007）。
　第三に，再現性ポリシーの普及が将来の研
究者，教育者にとって利益をもたらす（King，
2007）。データやコードの公開により，最新の
優れた研究を再現することからはじめて，模倣
し，スキルアップし，ひいては自身の研究に活か
すことができる。学部や大学院における統計分
析の授業では，学生の関心に近い研究の分析結
果を再現するトレーニングを行うこともできる。
つまり，研究者の育成や，学界全体のレベルアッ
プの礎となるわけである。
　そして第四に，被引用数を増加させるとい
う，著者に対するメリットがある。Gleditsch et 
al.（2003）によれば，データを提供することを義
務付ける雑誌に掲載された論文は，そうでない
論文に比べて約2倍引用される傾向にある。さ
らにデータだけではなく，プログラムも提供する，
すなわち再現性ポリシーを定めている雑誌に掲
載された論文は，そうではない論文に比べて約
3倍引用されることが報告されている。

　管見の限り，社会科学の分野において，再現
性に関する議論が表面化したのは，1980年代以
降のことである。たとえば経済学においては，
1986年にJournal of Money, Credit and Banking
誌に掲載された論文の再現性検証がなされた
（Dewald et al.，1986）。これを受けて，American 
Economic Review（以下，AER）誌で編集委員
会の方針が発表され，再現性に関する条件が著
者に求められるようになった（Ashenfelt et al.，
1986）。ただし，そのときにAERが定めた「他

　　　再現性ポリシーの展開3

のポリシーのもとで，データやコードの共有の
ルールが明文化され，学術誌の投稿規定などに
反映される。再現性ポリシーは，1980年代から議
論が重ねられており，世界の学術雑誌や出版社
において実際に定められるようになってきてい
る。だが，現実問題として，それがどこまで浸
透しているのかを理解している者は決して多く
はあるまい。そこで本論では，再現性ポリシー
に関して，その意義・現状・課題を概観すること，
そして，研究者が自身の研究の再現性を高める
方策には何がありうるかを紹介することを目的
とする。

　まず，再現性ポリシーはどうして必要とされ
るのか，その意義をまとめておこう。最も大き
くいえば，再現性ポリシーは反証可能性（Popper，
1959=1971）を担保するという意味で，科学の発
展に寄与するということができるだろう。さら
に細かい論点として，再現性ポリシーは研究者
コミュニティに対してはもちろんのこと，論文
を投稿する研究者自身に対しても，以下のよう
なさまざまな意義があることが提起されてきた。
　第一に，ミスを減少させ，科学研究の質を守る
ものとなる。再現性ポリシーが遵守され，分析
に用いたデータやコードが公開されれば，その
分析が再現できるかどうかのチェックが可能に
なる。そして仮に誤りがあれば，それを発見し，
研究成果そのものの撤回や再検討もできるよう
になる。著者はそうしたプレッシャーにさらさ
れるために，分析をより注意深く行い，自身で
事前に修正をするようにもなる（Anderson et al.，
2008）。
　第二に，「仮説適合性バイアス」を防ぐことが
できる。研究者は通常，たくさんのモデルの分
析結果を出力するものの，実際に1本の学術論
文に掲載するのは，最終的に選択されたモデル
の結果に限られる。そうした状況では，自身の

　　　再現性ポリシーの意義2
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現性ポリシーをもっていなかったが（Gherghina 
and Katsanidou， 2013），2015年に46誌が共同声
明の形で再現性ポリシーを持つことを宣言した。
一部のジャーナルではデータとコードを共有す
るにとどまらず，出版前に再現性をチェックす
る取り組みも既に始まっている（Stockemer et 
al.，2018）。

　　　アメリカの現状4

　それでは，さまざまな議論を経て，2021年現在
のアメリカにおける再現性ポリシーの実施状況
はどうか，確認してみたい。表1に，社会科学諸
分野の主要学術雑誌の現状を整理して示した。
これらはいずれも，アメリカのみならず世界のトッ
プジャーナルとみてよい。
　対象とした10誌のうち，再現性ポリシーを明
記して運用開始しているものは6誌であった。
社会学分野ではまだポリシーとして定めるには
至っていないようである。データの公開を必須
とするものは5誌，推奨とするものは3誌となっ
ており，データの公開について言及するのが多
数派といえる。しかし，コードの公開について
はそこまでではなく，経済学と政治学の5誌に
とどまる。なお，再現性のチェックまで要求す
る雑誌は二つであった。

の研究者の要請に応じて著者がデータを提供す
る」形式は，再現性ポリシーの基準に照らして考
えれば弱いものであったといえる。
　その後，McCullough and Vinod（2003）に
よって，1999年のAER掲載論文が再現性ポリ
シーを守っているかどうかが検討された。そ
の結果，半分の論文がこのポリシーに反してい
たことが明らかとなり，2004年からは再現用の
データとプログラムの共有が義務付けられるよ
うになった（Bernanke，2004）。AERの決定に
続き，EconometricaやThe Review of Economic 
Studiesなどのその他の経済学主要誌でも，デー
タとプログラムの双方を共有することを義務付
けるようになった。
　政治学における再現性ポリシーの展開は，1990
年代のアメリカで始まった。King（1995）によれば，
1994年にアメリカ政治学会（American Political 
Science Association）の政治学方法論（Political 
Methodology）部会において，政治学分野の雑
誌編集者に対して，論文掲載の際に再現用デー
タの提供を要求することを決議したとされる。
　その後，アメリカ政治学会の機関誌American 
Journal of Political Science（以下，AJPS）を皮
切りに，再現性ポリシーをもつ学術雑誌は増
加していった。1995年時点ではまだAJPS と
Political Analysisのみで（King，1995），2013年時
点でも政治学の主要120誌のうちの18誌しか再

表1　米国の主要ジャーナルにおける再現性ポリシーの状況

雑誌名 分野 データの公開 コードの公開 出版前の再現性
チェック

ポリシーを導入
した年

American Journal of Political Science 政治学 必須 必須 有 1994年
Journal of Politics 政治学 必須 必須 有 2015年
American Political Science Review 政治学 必須 必須 - - - - 2010年
American Economic Review 経済学 必須 必須 - - - - 2004年
Econometrica 経済学 必須 必須 - - - - 1991年
Demography 人口学 推奨 - - - - - - - - 1994年
Sociology of Education 教育社会学 推奨 - - - - - - - - NA
American Sociological Review 社会学 推奨 - - - - - - - - NA
American Journal of Sociology 社会学 - - - - - - - - - - - - NA
Social Forces 社会学 - - - - - - - - - - - - NA
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定められることが多いようである。
　その一方で，フィンランド国内の学術雑誌に
ついては，再現性ポリシーがまだ未整備であ
ることもわかる。ただし，これらのなかにも，
Kansantaloudellinen aikakauskirja誌のように，
再現性を検証する論文の投稿を促すものもある
ようだ。

　　　日本の現状6

　続いて，日本国内の社会科学系分野について，
再現性の担保がどの程度ルール化されているの
かを検討するべく，主要な学術誌の投稿規定お
よび執筆要項を調べた1）。
　その結果，明確に再現性ポリシーについて表
明しているのは，海外の出版社がかかわる三つ
の英文誌のみであった。それらのうち，日本経
済学会の機関誌であるThe Japanese Economic 
Review，および行動計量学会の機関誌である
BehaviormetrikaはSpringer社から出版されて
おり，共通のResearch Data Policy（type1）に則っ
ている。すなわち，「著者は，そうすることが可
能である・適切である場合には，研究結果を裏
付けるデータを公開リポジトリに寄託すること
が奨励される」というものである。また，日本
社会学会の英文誌であるInternational Journal 

　　　北欧の現状5

　これまでにみてきたアメリカの事例は，世界
の学術界のフロントランナーに位置づけられる
だけのことはあって，議論，実践ともに先進的
である。ただし，海外の諸国がそれにキャッチ
アップしているかといえば，必ずしもそうでは
ないかもしれない。そこで，英語圏ではない海
外の事例を確認するため，フィンランドを中心に
北欧の現状をみてみよう（表2）。
　北欧における経済学，政治学，社会学の主要
な学術雑誌では，再現性ポリシーやデータ公開
に関して明文化されているかどうかを調べてみ
た結果が，表2である。最も厳格に再現性ポリシー
を定めているのは，The Scandinavian Journal of 
Economics誌であった。データの種類によって
は例外も認められうるようだが，原則としては
データおよびコードの公開が必須とされてい
る。ただし，再現性のチェックまでは求められ
ていない。それに準ずるのが社会学分野のActa 
Sociologica誌で，データとコードの公開を推奨
することが明記されている。英語で刊行される
学術雑誌は，たとえばSage社のSAGE Research 
Data Policy（option1）のように出版社がポリシー
を定めていることもあって，再現性ポリシーが

表2　北欧の主要ジャーナルにおける再現性ポリシーの状況

雑誌名 分野 データの
公開

コードの
公開

出版前の再現性
チェック 言語

The Scandinavian Journal of Economics 経済学 必須 必須 - - - - 英語
Acta Sociologica 社会学 推奨 推奨 - - - - 英語
Scandinavian Political Studies 政治学 推奨 - - - - - - - - 英語
Nordic Journal of Working Life Studies 労働研究 - - - - - - - - - - - - 英語
Scandinavian Journal of Work, Environment & 
Health 学際 - - - - - - - - - - - - 英語

Kansantaloudellinen aikakauskirja 経済学 - - - - - - - - - - - - フィンランド語，
英語

Sosiologia 社会学 - - - - - - - - - - - -
フィンランド語，
スウェーデン語，

英語

Politiikka 政治学 - - - - - - - - - - - - フィンランド語，
スウェーデン語
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提出する際の出版バイアス（仮説適合性バイ
アスも含む）の存在が挙げられている。ゆえ
に，再現性担保のための方策として，論文執筆
の前段階での「事前審査つき事前登録制度（pre-

registration system）」が挙げられている（池田・
平石，2016）。ただし，これは狭義の再現性（検
証可能性）に関しては対象外であり，あくまで
新たな一次データ収集に伴う広義の再現性（反
復可能性，一般化など）とかかわるものとみて
よい。
　出版前の段階においてチェックをするのであ
れば，提出あるいは公開されたデータおよびコー
ドに基づいて再現性を確かめることになる。出
版後の段階でチェックをする場合でも，やはり
公開されたデータおよびコードを使用した追試
により，再現性が確かめられる。調査データの二
次利用が広まってきた社会科学では，一般に，こ
れらの段階でのチェックのほうが現実的である。
　第二の論点は，誰が再現性のチェックを行う
か，である。出版社の立場からすれば，計量分析
の論文が出版後に批判される可能性を案じ，査
読者ならびに編集者側が再現性チェックを行う
必要性があると考える。だが，査読者が再現性
チェックを行うことになれば，場合によっては
査読を拒否する研究者も出てくるかもしれない，
あるいは査読前に編集委員会の判断で論文を
リジェクトする可能性が高まるかもしれないと，
懸念する意見もある（Abbott，2007）。
　他の選択肢としては，アップロードされた再
現用ファイルをデータアーカイブのスタッフが
検証するという方法もある。AJPSでは検証プ
ロセスにて，ノースカロライナ大学チャペルヒル
校のオーダム社会科学研究所のアーカイブ・ス
タッフが，分析結果が再現できるかどうかを検
証し，この検証が成功しなければ，論文は掲載
されない。ただし，その再現性チェックに平均
46.32日を要することが報告されている（Jacoby 

et al.，2016）。
　もちろん，出版後に任意の研究者が再現性を

of Japanese Sociologyでは，「論文中の分析に使
用したデータやスクリプト，その他のアーティ
ファクトについて，それらがデータリポジトリ
を通して公開され利用可能な場合，著者は論文
内で，そのマテリアルの場所への参照を含める
必要がある」としている。ただし，3誌とも，再
現性の担保に必要なマテリアル（データやコー
ドなど）の公開を義務付けているわけではなく，
あくまでも著者の裁量にゆだねており，推奨に
相当するといえる。
　確認した学術誌のうち和文誌には，投稿規定
や執筆要綱のなかで明確に再現性の担保を求め
ているものはない。しかしながら，この点をもっ
て，広義または狭義の再現性が日本の社会科学
では軽視されている，とはいうことはできない。
ルールとして定めるには至っていないが，再現
性についての議論自体は，各分野においてみる
ことができる。たとえば，社会学分野では板倉・
尾崎（2002）や打越・三輪（2018）が，心理学分
野では池田・平石（2016）が，それぞれの分野に
おける再現性問題をめぐる議論の整理を行って
いる。
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　既に述べたように，再現性ポリシーには理念
的にはひろく認められるに値する意義があり，
それに則ったデータやコードの公開も進められ
ている。しかしながら，現実に実施する段階に
なると，少なからず課題が残ることもまた事実
であろう。
　第一の論点は，どの段階で再現性のチェック
を行うか，である。大きく分けると，（1）論文執
筆の前の段階，（2）執筆後だが出版前（審査時）
の段階，（3）出版後の段階，の三つである。
　心理学分野では，異なるデータを用いても同
じ結果を再現できるかという点が重視され，そ
れを阻害する要因として，統計的妥当性を損
なうような研究デザインの選択や，論文として


